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介護予防支援・介護予防ケアマネジメント事業  

重要事項説明書 
 

利用者様に対する介護予防支援・介護予防ケアマネジメント事業の提供

にあたり、当事業所が利用者様に説明すべき重要事項は次のとおりです。  

 

１  法人概要  

 ⑴  名 称  社会福祉法人 西脇市社会福祉協議会  

 ⑵  所 在 地  西脇市和布町 277番地の１  

 ⑶  法 人 種 別  社会福祉法人  

 ⑷  設立年月日  平成17年10月３日  

 ⑸  代 表 者  会長   丸山  善彦  

 ⑹  主な事業   

  ア  社会福祉事業  

   (ｱ)  在宅介護事業  

      訪問介護、訪問看護、訪問入浴介護、居宅介護支援等  

   (ｲ)  地域福祉事業  

  イ  公益事業  

   (ｱ)  地域包括支援センター運営事業  

   (ｲ)  総合福祉センター運営事業  

 

２  事 業 所 の 概 要 

 ⑴  事 業 所 名  にしわき南地域包括支援センター指定介護予防支援事業所 

 ⑵  所 在 地  西脇市下戸田128番地の１  

 ⑶  連 絡 先  電 話 (0795) 27-8560 

         Ｆ Ａ Ｘ (0795) 27-8561 

 ⑷  事業所番号  2801800034 

 ⑸  指定年月日  平成29年４月１日  

 ⑹  営 業 日  月曜日から金曜日  

         （ただし､国民の祝日・ 12月 29日～１月３日を除く ) 

   営 業 時 間  午前９時から午後５時  

 ⑺  事業の実施地域  西脇地区、下戸田、上野、重春地区、野村地区、  

         芳田地区  

 

３  事業所の職員  

 ⑴  管 理 者 神部  一哉  （主任介護支援専門員）  

 ⑵  職  員 看護師（又は保健師）     １名  （常勤）  

        主任介護支援専門員      １名  （常勤）  

        社会福祉士          １名  （常勤）  

        認知症地域支援推進員（看護師）  １名  （常勤）
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４ 事業の目的及び運営の方針 

 ⑴ 事業の目的 

   事業所は、要支援１・要支援２の要支援認定者及び介護予防・日常生

活支援総合事業対象者が、居宅においてその有する能力に応じて自立し

た日常生活を営むことができるよう、介護予防サービス計画又は介護予

防ケアマネジメント（以下、「介護予防ケアプラン」という。）を作成

するとともに、介護予防サービス等の提供が確保されるよう、サービス

提供事業者との連絡調整及びその他便宜を図ることにより、適正な介護

予防支援及び介護予防ケアマネジメント事業（以下、「事業」という。

）を実施します。 

 ⑵ 運営方針 

  ア 利用者様が、可能な限り居宅においてその有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことができるよう配慮し支援を行います。 

  イ 利用者様の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者

様（ご家族を含む）の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福

祉サービスが多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう

配慮して行います。 

  ウ 事業の提供に当たっては、利用者様の意思及び人格を尊重し、常に

利用者様の立場に立って、提供される介護予防サービス等が特定の種

類又は特定の介護予防サービス事業者に不当に偏ることのないよう公

正中立に行います。 

  エ 事業の実施に当たっては、保健福祉医療などの関係機関、地域活動

の取組等との連携に努めます。 

  オ 上記のほか「西脇市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準」及び「西脇市介護予防・日常生活支援総合事業実施規程

」を遵守します。 

 

５ 業務委託 

 ⑴ 業務の委託 

   事業所は、利用者様（ご家族等を含む）の同意を得て、介護予防支援

業務に関する知識及び能力を有する介護支援専門員が従事する指定居宅

介護支援事業所に業務を委託することができるものとします。 

 ⑵ 業務委託先の変更 

   利用者様（ご家族等を含む）が業務委託先の指定居宅介護支援事業所

の変更を希望される場合、事業所（業務委託先の事業者を含む）に申し

出ることができるものとします。 
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６ 提供するサービスの内容 

 ⑴ 介護予防ケアプランの作成 

   職員が利用者様及びその家族からの相談に応じ、利用者様の状況に応

じた介護予防ケアプランを作成します。また、サービス担当者会議を行

うなど、適切な介護予防サービス等の提供が確保されるように、介護予

防サービス事業者等との連絡調整を行います。 

 ⑵ 経過観察 

   職員の訪問について、介護保険法に則った手続きを得たうえで、少な

くとも６か月に１回の訪問をします。 

   訪問しない月は、可能な限り電話又はサービス事業所での面談等にて

連絡をします。その他必要に応じて訪問をします。 

 ⑶ 給付管理 

   介護予防サービス事業等の範囲や種類などを調整し、サービスが介護

予防ケアプランどおりに提供されているかなどを確認して、給付管理を

行います。 

 ⑷ 要介護・要支援認定の申請手続等の援助 

   利用者様の要介護認定や要支援認定の更新申請及び状態の変化に伴う

区分変更の申請が円滑に行われるよう、申請代行等の必要な支援を行い

ます。 

 ⑸ 利用者様からの相談の対応 

   介護保険制度や介護予防等に関する相談の対応をします。 

  ア 介護保険や介護に関する相談をお受けします。 

  イ 利用者様（ご家族等を含む）に関して業務上知り得た情報は、サー

ビス担当者会議等の利用者様へのサービス提供のために必要な業務以

外では外部に漏れることがないよう配慮します。 

 ⑹ 介護予防ケアプランの変更 

   事業者（業務委託先事業者を含む）が介護予防ケアプランの変更を必

要と判断した場合、又は利用者様が計画の変更を希望した場合、事業者

は利用者様の意見を尊重するとともに、事業者（業務委託先事業者を含

む）と利用者様の合意をもって介護予防ケアプランの変更をします。 

 

７ 利用料等 

 ⑴ 利用料金 

   利用料金は、厚生労働大臣及び西脇市が定める額とします。 

  ア 基本料         月額  4,420円 

  イ 初回加算        月額 3,000円 

  ウ 委託連携加算      月額 3,000円 

  エ 介護職員等処遇改善加算 月額 ひと月の総利用単位数の2.1％ 

 ⑵ 利用者負担額 

  ア 通常の場合、利用料金は介護保険から直接事業所に給付されますの

で、利用者様の自己負担はありません。 

  イ 利用者様に介護保険料滞納履歴がある場合等で法定代理受領サービ

スが利用不可となり償還払いとなる場合は、利用者様は利用料を一旦

全額自己負担していただき、事業所発行の証明書により後日払い戻し

となる場合があります。 
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８ その他の費用 

 ⑴ 交 通 費     西脇市内は無料。 

           その他の地域は、事業所からの距離が５㎞毎に500

円を徴収します。 

           また、駐車料金の必要な際は利用者様のご負担とな

ります。 

 ⑵ 解 約 料     無料 

 ⑶ その他の費用  その他の費用の徴収が必要となった場合は、その都

度協議により、利用者様の同意を得たものに限り徴

収します。 

 

９ 身分証の携行 

 事業所（業務委託先事業者を含む）の職員は、常に身分証明書を携行し、

初回訪問時及び利用者様（ご家族等を含む）から求められた場合、必ず提

示いたします。 

 

10 留意事項 

訪問等の際のトラブル等を避けるため、次の項目にご留意ください。 

 ⑴ 業務範囲外となるもの 

ア 事業所（業務委託先事業者を含む）の職員は、年金等の管理や金銭

の貸借など金銭の取り扱いはできません。 

 ⑵ 金品や物品授与等の禁止 

  ア 事業所（業務委託先事業者を含む）の職員への金品や物品の贈り物及び

飲食の提供はお断りいたします。 

 ⑶ 写真撮影やＳＮＳ投稿の禁止 

  ア 利用者様（ご家族等を含む）が、事業所（業務委託先事業者を含む

）の職員を撮影すること等を禁止します。 

  イ 利用者様（ご家族等を含む）が、事業所（業務委託先事業者を含む

）の職員について、ＳＮＳ投稿等の不特定多数へ発信することを禁止

します。 

 ⑷ 事業所（業務委託先事業者を含む）の職員による撮影等 

  ア 利用者様へのサービス向上や利用者様の医療・介護情報の把握のた

めに、事業所（業務委託先事業者を含む）の職員が利用者様の個人情

報に留意しながら写真や動画の撮影、または録音等を行う場合があり

ますのでご了承ください。 

  ※撮影や録音を行う際は、ご利用者本人またはご家族、その他同席し

ている関係者等の同意を得てから行うこととします。 
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11 解約（利用者様からの解約） 

 ⑴ 利用者様からの任意解約 

利用者様は、事業所に対し、解約する日の７日前までに書面をもって

その旨を届けることによりこの契約を解約することができます。 

ただし、緊急の入院などによりやむを得ない場合はこの限りではあり

ません。この場合の解約料は無料です。 

 ⑵ 緊急事態等による解約 

   次の場合、利用者様は事業所に申し出ることにより、この契約をいつ

でも解約できます。この場合も解約料は無料です。 

  ア 事業所（業務委託先事業者を含む）が正当な理由なしに事業の提供

を行わない場合 

  イ 事業所（業務委託先事業者を含む）の職員が守秘義務に反した場合 

  ウ 事業所（業務委託先事業者を含む）の職員が利用者様（ご家族等を

含む）に対し、契約を継続し難いほど重大な不信行為を行った場合 

  エ 事業所が破産その他でこの契約に定める事業の提供を正常に行い得

ない状況に陥った場合 

  オ 利用者様の緊急入院など、やむを得ない場合 

 

12 解約（事業所からの解約） 

 ⑴ 事業所のやむを得ない事情による解約 

   事業所は、事業の廃止や縮小によりサービスの提供が困難となった場

合等でやむを得ない事情がある場合、利用者様に対して契約終了日の１

か月前までに理由を示した文書でお知らせすることにより、契約を解約

できます。 

この場合、事業所は他の居宅介護支援事業所に関する情報を提供する

など、利用者様が継続してサービスを受けることができるよう支援いた

します。 

 ⑵ 利用者様の不信行為などによる解約 

   次の場合、１か月以上の事前申し出期間なく契約を解約できます。 

  ア 利用者様（ご家族等を含む）による契約を継続し難いほどの重大な

不信行為により、円滑なサービスの提供ができなくなる場合（この場

合、解約理由を示す文書を利用者様にお渡しします。） 

 ⑶ ハラスメント行為に対する解約 

事業所（業務委託先事業者を含む）は、職員が利用者様（ご家族等を

含む）に対しハラスメントを行うことがないよう指導を徹底しますが、

利用者様（ご家族等を含む）から職員に以下のようなハラスメントに該

当する行為があった場合、事業所は関係機関に相談・対応の上、契約を

解約する場合があります。 

  ア 利用者様（ご家族等を含む）から、暴行、脅迫その他の暴力行為を

受けた場合 

  イ 利用者様（ご家族等を含む）から、性的・威圧的な言動その他のハ

ラスメント行為を受けた場合 

  ウ その他、契約を継続することが困難な事情があると事業所が判断し

た場合 
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13 契約の終了 

 ⑴ 次の場合には、自動的に契約は終了します。 

  ア 利用者様が介護保険施設等に入所された場合 

  イ 利用者様が介護予防特定施設入所者生活介護、介護予防認知症対応

型共同生活介護等の受給を開始された場合 

  ウ 利用者様が身体障害者療護施設等の介護保険の被保険者としての資

格を失う施設へ入所された場合 

エ 利用者様の要介護認定区分が、自立か要介護と認定された場合 

  オ 利用者様が事業所のサービス提供地域外に移転された場合 

カ 利用者様がお亡くなりになった場合 

 

14 緊急時の対応方法 

 ⑴ 利用者様に体調悪化等の緊急事態が発生した場合は、利用者様（ご家

族等を含む）からの相談に対応します。 

   必要に応じて、予め指定するご家族や主治医へ連絡をします。 

 

 ⑵ 利用者様が病院等に入院された場合は、病院等との情報共有や連携を

図るため、 

  事業所名 に し わ き 南 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー（℡ 27-8560） 

 ※業務委託先事業者名 ヒ ロ タ 薬 局 居 宅 介 護 支 援 事 業 所（℡ 38-7281） 

 

    担当               

                     と お伝えください。 

主治医 

病院名  

医師名 
 

電話番号 
 

ご家族 

氏名  

続柄 
 

電話番号 
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15 虐待の防止について 

⑴ 虐待防止に関する指針を作成し虐待防止委員会を設置します。 

⑵ 虐待防止の責任者を選定し定期的に虐待防止委員会を開催します。 

⑶ 虐待防止を啓発・普及するため、職員に研修を実施します。 

⑷ 利用者様に不適切な身体拘束等による虐待等がないか確認します。 

⑸ 虐待を受けたと思われる利用者様を発見した場合は、速やかに市町村

等に通報します。 

 

16 秘密の保持と個人情報の保護について 

⑴ 利用者様（ご家族等を含む）の個人情報については、「個人情報の保

護に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業所に

おける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な

取り扱いに努めます。 

⑵ 利用者様（ご家族等を含む）の個人情報については、事業の提供以外

の目的では原則的に利用しないものとし、外部に漏れることがないよう

配慮します。 

⑶ 事業所（業務委託先事業者を含む）の職員又は管理者であった者が、

正当な理由がなく、業務上知り得た利用者様（ご家族等を含む）の秘密

を漏らすことがないよう努めます。 

 

17 反社会的勢力等の影響の排除 

⑴ 事業所（業務委託先事業者を含む）は、その運営について、反社会的

勢力等の影響を排除しその支配を受けないものとします。 

 

18 業務継続計画の策定等 

⑴ 感染症や自然災害等の発生時において、利用者様に対する事業を継続

的に実施するため及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務

継続計画（以下、「ＢＣＰ」という。）を策定します。 

⑵ 職員に対し、ＢＣＰを周知し、発生時に迅速に行動できるよう、必要

な研修及び訓練を定期的に実施します。 

⑶ ＢＣＰに関する委員会を定期開催しＢＣＰの見直しを行います。 

 

19 衛生管理等 

⑴ 事業所（業務委託先事業者を含む）は、衛生管理に努めます。 

ア 感染対策委員会を定期的に開催します。 

イ 感染症等の予防やまん延防止に関する指針を作成します。 

ウ 感染症等の予防やまん延防止のため研修及び訓練を実施します。 

エ 職員の清潔の保持及び健康状態について必要な管理を行います。 

オ 事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 
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20  損害賠償 

 ⑴ 利用者様に対して事業所の責任において賠償すべき事象が発生した場

合は、事業所は利用者様に賠償をします。 

  ア 加入している保険は、ひょうご福祉サービス総合補償制度 

   ［(株)兵庫福祉保険サービス］です。 

 

21 相談・苦情窓口 

  当事業所が提供するサービスについて、ご相談や苦情などがありました

ら、次の窓口まで遠慮なく連絡してください。 

相談・苦情の内容 相談・苦情窓口 
⑴ 事業所が提供するサービスについて 
 ア 介護予防支援 
 イ 介護予防ケアマネジメント 
⑵ 介護予防ケアプランに基づき提供して
いる各サービスについて 

西脇市郷瀬町 666番地の５ 
社会福祉法人西脇市社会福祉協議会 

事 務 局 長    岸 本 雅 彦 
課 長 ・ 担 当  原 田 康 弘 
ＴＥＬ (0795)23-9122  
ＦＡＸ  (0795)23-8877 

受付時間 午前８時30分～午後５時15分まで 
（土・日曜日、国民の祝日、12／29～1／3を除く） 

相談方法 来所、訪問、電話、文書、FAX  

     

※ご相談や苦情は、当事業所以外の下記の窓口でも受け付けています。 

西脇市役所 
 福祉部 長寿福祉課 

西脇市下戸田 128番地の1 
T  E  L   ( 0 7 9 5 ) 2 2 - 3 1 1 1 
F  A  X   ( 0 7 9 5 ) 2 2 - 6 0 3 7 
受付時間 午前８時３０分～午後５時１５分まで 
（ただし、土・日曜日、国民の祝日、１２／２９～１／３を除く。） 

兵庫県国民健康保険団体連合会 
介護サービス苦情相談窓口 

〒６５０－００２１ 
神戸市中央区三宮町１丁目９番１-１８０１号 
T E L  (078)332-5617 
F A X  (078)332-5650 
受 付 時 間  午 前 8時 45分 ～ 午 後 5時 15分 ま で 
（ただし、土・日曜日、国民の祝日、１２／２９～１／３を除く。） 

 

22 記録の保管 

  利用者様のサービス提供の記録は５年間保管し利用者様（ご家族等を含

む）に限り、記録の閲覧や写しを交付します。 

  ただし、写しの交付は実費負担をしていただきます。 

 

23 重要事項の変更について 

  重要事項説明書に記載した内容に変更が生ずる場合、利用者様に書類を

交付の上、口頭で説明を行います。その際、同意書への記名押印していた

だくことにより、同意確認とさせていただきます。 



（にしわき南地域包括支援センター） 

24 重要事項説明書を説明した場所、年月日等 

 ⑴ 説明場所  

                           

 ⑵ 説明日時  令和  年  月  日 

             時  分～  時  分(  分間) 

 

以上、サービスの提供開始にあたり、利用者様に対して本書面に基づい

て重要な事項を説明いたしました。 

 

 〔事業者〕 

  所 在 地  西脇市和布町 277 番地の１ 

  法 人 名  社会福祉法人 西脇市社会福祉協議会 

  代 表 者 名  会 長   丸 山  善 彦 ㊞ 

  事 業 所 名  にしわき南地域包括支援センター指定介護予防支援事業所  

  説明者氏名                 ㊞ 

 

   ※重要事項説明書の５により委託した居宅介護支援事業者 

    事 業 者 名  ヒ ロ タ 薬 局 居 宅 介 護 支 援 事 業 所 

 

 

 

     確かに、上記内容の説明を事業者から受けました。 

 

       利用者様 住  所                

 

            氏  名              ㊞ 

             

       代 理 人（上記代理人を選定した場合） 

  住  所                

 

            氏  名              ㊞ 

 

       家族等立会人 住  所                

 

            氏  名              ㊞ 

            （利用者様との関係：     ） 


